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 令和４年度地域生活支援拠点等施設整備事業に基づき締結する土地使用貸借契約（土地賃貸借契

約）については、貸付地を借り受ける事業者（以下、「借受者」という。）自ら貸付地において実施

する事業の用に供する施設その他工作物を整備するものとし、本仕様書に基づき事業を運営するもの

とする。 

 

１．貸付地 

（１）所在地  地番：守口市大久保町一丁目72番地 

（２）面積   2,227.66㎡（ただし、建築敷地面積は、1,974.00㎡） 

 

 

２．土地の貸付 

（１）貸付期間    30年 

（２）貸付料（年額） 提案による。 

（３）貸付契約    土地使用貸借契約または土地賃貸借契約 

（４）転貸の禁止   貸付地を第三者に転貸することを禁止する。 

（５）維持管理    借受者の責任と負担により行うこと。 

（６）抵当権の設定 

貸付地及び本件建物に抵当権を設定することは禁止する。ただし、事前に市の承認を得た上

で、本件建物の建設に係る借入金を被担保債権として本件建物に抵当権（根抵当権を除く。）

を設定する場合を除く。 

（７）土地の返還  

貸付期間満了時、借受者側の理由により使用貸借契約または賃貸借契約を打ち切るとき、

又は当該契約が解除されたときは、借受者の負担により貸付地の施設、設備等の撤去等を直

ちに行い、原状に回復させ、返還すること。また、事前に市の承認を得て抵当権を設定した

場合は、抵当権を解除した後に返還すること。 

貸付期間を更新する場合は、貸付期間が満了する１年前に借受者から市へ文書へ申し出る

こととする。市は、福祉施策上必要であると判断できる場合は、貸付期間の更新を認めるこ

とができる。 

 

３．貸付地において実施する事業 

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以

下、「障害者総合支援法」という。）第５条第８項に規定する「短期入所事業」 

・定員８名以上 

・主たる対象者を医療的ケアが必要な児童とすること。 

・空床があるときに、虐待等緊急で保護が必要な事例が発生した場合、可能な限り市の受け入れ 

要請に応じること。 

（２）児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２の２第２項に規定する「児童発達支援事業」 

・定員１５名以上 

・医療的ケアの必要な人も利用できるものとすること。 

（３）児童福祉法第６条の２の２第７項に規定する「障害児相談支援事業」 

・指定については、原則、新たに受けるものとする。 

・年間、６０名以上の計画の作成を行うこと。 
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・すでに指定を受けている場合は、新たに年間６０名以上の計画を作成することを条件に可とす 

る。 

（４）本市指定福祉避難所として協定を締結すること。協定は別途、本市危機管理室と締結するも 

のとする。 

（５）障がい特性に応じた体験の場の提供を実施すること。 

（６）事業開始日 

・令和６年度中の開設を基本とする。 

ただし、資金計画上、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金の活用を検討している場合は、

別途協議する。当該補助金の事前相談等については、令和５年度に借受者が直接大阪府に行う

ものとする。 

この他、自然災害などやむを得ない事由が発生した場合は、別途協議する。 

   ※任意事業については、提案による。 

 

４．施設整備及び事業所運営の要件 

（１）施設整備の要件 

  ・法令・基準等を遵守し、施設整備の計画を策定すること。 

土地の区画形質の変更を生じない計画とすること。 

その他の詳細は、住宅まちづくり課・開発指導担当（06-6990-1736）までご相談ください。 

  ・施設の整備については、障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービスの人員、設備及び運

営に関する基準（平成18年９月29日厚生労働省令第171号）及び児童福祉法に基づく指定通所

支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年２月３日厚生労働省令第15号）を

満たすこと。 

  ・施設の整備に当たっては、地域に対し十分な説明を行い、要望に対しては誠実に対応すること。 

  ・工事車両の通行に際しては十分な安全対策を講じると共に、騒音、振動、悪臭及び粉塵の排出

を最小限にとどめるよう配慮すること。 

  ・周囲の景観に調和した外観になるよう配慮すること。 

  ・居室は各部屋の採光を考慮すること。 

  ・便所・浴室は、介助を必要とする者の使用に適したものとすること。 

  ・整備する施設の延床面積が、消防法（昭和23年法律第186号）及び消防法施行令（昭和36年政

令第37号）によるスプリンクラー設備設置基準に満たない場合であっても、スプリンクラー設

備を設置すること。 

  ・必要数の駐輪場を整備すること。 

  ・利用者の状態を考慮した設計とすること。 

  ・夜間支援員が常駐できるよう宿直室を設けること。 

  ・整備費用は借受者が負担すること。 

 

（２）事業所運営の要件 

  ・地域、利用者等の要望を踏まえて、市が施設の設計等の変更等を求める場合がある。 

  ・本事業に係る借受者の業務や権利・義務は、市の承諾なしに第三者に譲渡等を行うことを禁止

する。 

 

５．事業運営の基本事項 
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守口市障がい者計画・守口市障がい福祉計画及び守口市障がい児福祉計画に基づき、本市では、

障がいのある人が安心して暮らし続けられる地域づくりを目指し、その地域生活と社会参加活動を

支援している。 

今回整備する施設は、障がい児支援の拠点施設として運営され、医療的ケアが必要な障がい児な

ど様々な障がいのある人が利用する施設となる。 

利用者がその障がいの程度にかかわらず、施設での生活はもとより家庭や地域社会においても明

るく豊かな生活を営めるように、日常生活における基本的な生活習慣の習得、その自立に必要な知

識及び技能習得などの指導訓練及び相談支援を行うものとする。 

（１）地方自治法その他の関係法令、募集要領、本仕様書を遵守すること。 

（２）基本的人権に十分配慮した施設の運営を行うこと。 

（３）利用者が安定した日常生活及び社会生活を営むことができるよう障がい児福祉サービスを提

供し、また地域生活を営む上で生活能力の維持・向上等のための必要な支援・訓練その他の便

宜を適切かつ効果的に行うこと。 

（４）利用者の生命・身体の安全確保を行い、その健康管理に努めること。 

（５）施設設備及び備品の維持管理を適切に行うこと。  

（６）利用者が快適に過ごせるよう施設の環境を整え、充実した訓練・指導のための条件整備に努 

めること。 

（７）利用者の増加と利用率の向上に努め、障がい児福祉の増進を図ること。 

（８）利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていくこと。  

（９）業務に関連して取得した利用者等の個人に関する情報を適切に取り扱うこと。 

（10）事業の実施にあたっては、事業計画書を作成することとし、収支予算書等に基づき適正かつ 

効率的運営を行うこと。 

（11）近隣住民・近隣施設との良好な関係を維持するとともに関係機関との密接な連携に努めるこ 

と。 

（12）ゴミの削減、省エネルギー、ＣＯ2削減等環境に配慮した運営を行うこと。 

（13）運営する事業に関する記録を作成し、市が求めた際には必要に応じて報告書等を提出する 

こと。また関係行政機関への各種報告・届出等の業務を行うこと。 

 

６．職員配置 

事業を実施するにあたり、適正な職員配置を行うこと。 

（１）常勤の統括責任者（施設長）を１名置くこと。 

（２）「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ 

ービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成18年厚生労働省令第171号）に基づ

き、指定短期入所事業所、指定一般相談支援事業所及び指定特定相談支援事業所に置くべき従

業者及びその員数を満たす配置を行うこと。 

（３）「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24 

年厚生労働省令第15号）に基づき児童発達支援及び指定障害児相談支援事業所に置くべき従業

者及びその員数を満たす配置を行うこと。 

（４）今回整備する施設は、医療的ケア児を受け入れ、障がい児支援の拠点施設として運営され 

ることから、利用者の障がいの状況に応じて適切に対応できる職員の配置（人材・員数）を行

うこと。 

（５）利用者の求めに応じ、送迎サービスを実施するため必要な職員配置（非常勤可。）を行うこ 
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と。ただし、委託等によることができる。 

（６）各種業務の責任体制を確立すること。 

（７）職員の資質を高め基本的人権の視点に立った運営を図るため、人権研修その他の研修を実施 

するとともに、施設の管理運営に必要な知識と技術の習得に努めること。 

（８）その他施設を管理するにあたり必要な有資格者については、法令等を遵守し適正に配置する 

こと。 

 

７．児童発達支援の内容 

（１）単独通園 

就園・就学後の大きな集団での生活に向け、児童の発達に応じた遊びや生活を通して、

自信や意欲、人間関係の土台、生活する力の助長を図り、一人ひとりの児童に合った育ち

の支援を行うこととするが、適宜、言語療法等の専門的な支援も併せて行う。 

（２）個別療育 

在宅または通園型の他の児童福祉施設等を利用している児童とその保護者を対象に、

個々の児童の発達や障がい特性について専門的な見立てを行い、個別プログラムによる療

育を実施するとともに、保護者に対し児童の特性や適切な関わり方の理解を促すための相

談助言を行い、集団生活や地域での生活への適応をめざす。 

（３）療育の時間等 

単独通園は、１日あたり５時間程度の療育の実施とし、個別療育は、１日１人あたり１

時間から２時間程度での実施とする。 

（４）年間行事の実施 

季節に応じた行事を実施し、感性を育む機会を提供する。 

（５）個別支援計画の作成 

児童の状況に応じた個別支援計画を作成し、保護者に対して説明し同意を得る。 

（６）健康管理 

保護者及び医療機関と連絡を取り合いながら、利用者個々の疾病・障がいへの配慮を行

い健康の維持・増進を図る。 

         医療的ケアの必要な利用者に対しては、家族・主治医等と密接な連携をとりながら、施

設内で可能なケアを行う。 

（７）相談 

      保護者から生活上のさまざまな事項について相談を受け、助言及び支援を行う。また、

必要に応じ手続き等の支援を行う。 

 

８．食事の提供 

  利用者の求めに応じ、食事の提供を行うこと。ただし、施設内調理に限らず、委託等によるこ

とができるものとする。 

あらかじめ作成された献立に基づき調理し、利用者の身体の状況、嗜好等に配慮すること。

調理室、食堂、介助者等の衛生には十分留意すること。 

咀嚼、嚥下困難な利用者に対しては、食事内容の工夫及び食事介助等の支援を行うものとす

る。 

   

９．送迎サービスの実施 
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      利用者の通所の便宜を図るため、利用者の求めに応じ、送迎サービスを実施すること。ただし、

マイクロバス等の送迎車輌及び運転手の確保については、委託等によることができるものとする。 

送迎車輌の運行にあたっては、運行計画を作成し、乗降介助及び車輌内で介護を行う添乗員

を必要人数配置するなど、安全に十分留意すること。 

また、貸付地の近隣には通学路や民家があることから、出入庫時などには周囲の安全確認を

行う人員を配置するなど、安全に十分留意すること。 

    ※送迎サービス実施については、道路運送法等の法令に抵触することがないよう、関係行政機

関への必要な届出・手続き等を確実に行うこと。 

 

１０．行事 

利用者のニーズに応じ、施設内行事や地域交流行事を実施すること。 

 

１１．会議 

会議は、必要に応じて適宜開催し、施設全体で利用者支援に取り組む体制を整えることとする。 

（例） 

会議名 内容 

朝礼もしくは終礼 日常の連絡徹底のため実施 

職員会議 施設の運営及び行事全般について検討 

ケア会議・ケース会議 

個別支援計画の作成及びモニタリング 

利用者個々の訓練指導上の課題、生活上の問

題等について問題解決を図るための会議 

行事会議 各種行事の立案のため実施 

業務会議 業務グループごとに実施 

 

１２．記録 

  利用者支援の状況について、各種記録を作成すること。 

（例） 

    ・指導日誌（実施内容及び利用者の状況・職員の配置状況など） 

  ・作業記録（作業の内容、収支、利用者への収益の還元の状況など） 

  ・保健日誌（利用者ごとの日々の健康状態の記録、健診記録など） 

・避難訓練の実施・安全指導等の記録 

   ・給食関係業務の記録（献立の作成、材料発注、食事代徴収事務などの記録） 

   ・送迎サービス実施記録 

   ・ケース記録（個別支援計画、面接・家庭訪問、ケア会議、他機関との連携等の記録） 

 

１３．保護者とのかかわり 

施設の機能及び指導内容等について理解と協力を求め、保護者と施設との結びつきを深めるた

め、連絡ノートの活用をはじめ家庭訪問、個人懇談会等を実施するものとする。 

また、施設利用者の保護者会との協力・信頼関係を維持し、施設と家庭が一体となった利用者
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支援体制を築くものとする。 

 

１４．地域とのかかわり 

様々な機会をとらえて、地域とのかかわりを深め、地域に開かれた施設として運営していくも

のとし、また、その中で障がいのある人への理解を深める取り組みを行っていくものとする。 

・地域行事への参加、地域交流行事の開催 

・作業などを通じての地域参加 

・見学者・実習生・ボランティアの受け入れなど 

 

１５．事業運営を通じて取得した情報の取扱い 

事業に従事する者は、個人情報の適切な管理を行い、当該事業上、知り得た秘密は他に漏ら

し又は自己の利益のために利用してはならない。この義務（守秘義務）は、従事者の職務を退

いた後においても同様とする。 

 

１６．危機管理対応 

自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態に対応し、また予防

措置を講じるため、そのマニュアルを作成し随時訓練を実施する等の備えを行うとともに、障

がい者虐待を未然に防止する取り組みを図ること。緊急事態等が発生した際には直ちに適切な

措置を講じた上、速やかに市をはじめ関係機関に通報すること。また、損害賠償保険に加入す

ること。 

 

１７．苦情等への対応 

   苦情解決責任者及び苦情受付担当者を設置するとともに第三者委員を配置し、各種トラブル・

苦情等に迅速かつ適切に対応すること。また、必要に応じその都度、市に報告すること。 

 

１８．その他 

   その他募集要領及び本仕様書に定めのない事項については、市と借受者との協議の上定めるこ

ととする。 

 


